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発表した 2015 年度外国人留学生在籍状況調査 1）によると、2015 年 5 月 1 日時点での日本に
おけるベトナム人留学生数は 3 万 8882 人で、前年度（2 万 6439 人）に比べ約 1 万 2000 人
が増加しており、ベトナム人留学生は、全留学生の18.7％（前年度14.4％）を占め、中国（9
万 4111 人、構成比 45.2％）に次ぐ 2番目となっている。また、公益財団法人国際研修協力
機構（JITCO）が発表した統計資料 2）によると、2015 年 12 月時点での日本における
JITCO 入国支援技能実習生（1 号）のうちベトナム人技能実習生は、1 万 6932 人であり、
前年に比べ 52.6％増加しており、中国（2万 1379 人）に次ぐ 2番目である。
　1992 年に再開されたベトナムと日本間の経済協力関係を見ると、2013 年の日本の対ベト

















































　前述のように、1980 年代後半から 1990 年代にかけてベトナムにおける日本語教育は活発
化してきた。このような影響により、2000 年代に入ってからも日本語教育に対するベトナ
ム人のニーズは低下することなく国立大学を始め、私立大学、民間による日本語学校が続々
と増加した。ベトナムにおける日本語学習者は、1998 年約 1 万人と推計され、そのうちホ
ーチミンが 70％で最も多く、次にハノイが 30％であり、2008 年における日本語学習者は約
3 万人と 10 年間で約 2 万人の日本語学習者が増加した 10）。そして、年々増加傾向にある。





































































実施日時 2015 年 11 月 19 日　10 時～ 13 時
調査対象 A株式会社











・  1975 年 9 月 20 日：ハテイ省人民委員会の認可により、A観光株式会社を設立。
・  1994 年 11 月：ハテイ省人民委員会はA観光会社をハテイ観光局内に属する会社とす
る。
・  2006 年 5 月：株式会社として事業を開始、ベトナム傷病兵社会福祉省より、技能実
習生派遣業務についての許可書発行
・  2007 年：台湾、韓国、日本などへ外国人派遣労働者の訓練専門学校と連携を図り派
遣事業を展開
・  2014 年：日本の技能実習生派遣分野に事業拡大
















































ている学生であり、毎年 4 月、10 月 2 学期に分け募集を行っている。残り約 2 割の学生は
日本への進学のための日本語教育を希望する学生や日本語に興味があり学ぶ学生である。





































実施日時 2015 年 11 月 18 日　13 時～ 14 時
調査対象 B職業短期大学







・  2014年までに約2万 9千人以上の専門家、労働者、実習生を台湾、韓国、マレーシア、
日本、中東の各国、東欧、アメリカなどへ派遣している。




・  2000 年 5 月 6 日：事業拡大に伴い「B貿易と国際人材会社」に改名
・  2006 年 12 月：ハノイ証券取引所に上場。
・  2007 年 4 月：業態拡大に伴い社名を「B株式会社」に改名
・  2009 年：「B職業短期大学」に改名






















　B職業短期大学の場合、教室の数は全部で 16 教室設けており、一日 8時間の授業を行っ
ている。教育している職種は、溶接工、鉄の加工、型枠工、鳶職、工業電気工、鉄筋工、建
設技術士、電気技師、情報処理技術者、会計士であり、技能実習制度に該当する技能実習第









































実施日時 2015 年 11 月 19 日　16 時～ 17 時 30 分
調査対象 C医療専門学校








・ 国内においては Ha Dong 中央病院、Nhan Ai 看護施設及び他医療機関へ卒業生を就
職させている。





































　学生数は、年間約 800 人から 1200 人であり、修了後はヨーロッパやアメリカなどへ派遣
人材として送り出すケースが多く、それ以外の学生は国内での就職となる。
　授業料は、1 か月当たり 1,800,000 ドン～ 2,400,000 ドン（調査当時のレートで約 9,780



















実施日時 2015 年 11 月 18 日　14 時 30 分～ 15 時 30 分
調査対象 D大学







































及び日本語の選択科目がある。④ 4 学期では、数学、IT 情報、自然科学に関
する教育が行われる。

















である。他学科の場合には、1カ月当たり 1,200,000 ドン～ 1,800,000 ドン（調査当時のレ
ートで約 6,500 円～約 9,737 円）であり、年間 12,000,000 ドン～ 18,000,000 ドン（調査当
















































⑤ 授業料は、1か月当たり 1,800,000 ドン（調査当時のレートで約 9,737 円）であり、医療
関連学校の授業料は一般技能実習生の授業料の約 1.33 倍高く 1 か月当たり 2,400,000 ド
ン（調査当時のレートで約 13,000 円）であった。特にD大学の場合医療・薬剤関係の専
攻は 1 か月当たり 2,400,000 ドン（調査当時のレートで約 13,000 円）で、一般専攻は 1
か月当たり1,200,000ドン（調査当時のレートで約6,500円）で約2倍であった。しかし、
日本貿易振興機構（JETRO）の 2014 年末調査 12）を見ると、ベトナム・ハノイ市の一般






外国で働いているベトナム人労働者が送金した外貨は 2011 年上半期で 10 億米ドル 13）で
あることから考えると、労働力輸出はベトナム人にとって大きな外貨収入源の一つである
といえる。

























一般的にN1 ～ N2 であることを考えると、技能実習制度の目的が技術を習得・研修する
ためだとはいえN3～ N4 を求める日本語レベルでは仕事を学ぶ上で十分だとは言い難い。
　特に、看護・介護分野のように人の身体的・精神的状態を理解した上で行わなければな













人口 65 歳以上の割合は 2010 年で 6.4％であり、日本は 2010 年の従属人口 65 歳以上の割
合は23％でベトナムの約3.6倍である。また、WHO世界保健機関の統計資料16）によると、
2013 年ベトナムの平均寿命は 76 歳で、日本は 84 歳と日本の方が 1.1 倍高い。実際、日
本での介護保険制度が施行されたのは 2000 年であり、その時の平均寿命が 81 歳である。




























査時の関係者の話によれば、受け入れ先の紹介料として約 3,500 ドル～ 5,000 ドル（調査
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